
交付税
種　地

決　算　額 構成比 構成比 決　算　額 構成比 税　等 経常収支比率

千円 ％ ％ 千円 ％ 千円 ％

令和２年 82,754 人 k㎡ 人 32,620 人 人 人 人 15,945,110 32.8 62.0 7,888,021 17.4 7,251,249 27.9

平成27年 87,413 人 33,723 人 14,854 22,839 444,078 0.9 1.7 5,042,902 11.1 4,626,020 -

増加率 △5.3 ％ ％ ％ ％ 9,984 0.0 0.0 9,209,952 20.3 3,707,898 10.0

38.0 58.5 95,252 0.2 0.4 4,651,646 10.2 4,615,470 17.9

80,965 人 人 人 人 141,578 0.3 0.6 4,651,530 10.2 4,615,354 17.9

15,739 24,706 2,309,849 4.8 9.0 116 0.0 116 0.0

82,202 人 ％ ％ ％ 12,344 0.0 0.0 21,749,619 47.9 15,574,617 55.8

37.4 58.7 0 0.0 0.0 5,983,673 13.2 4,422,985 15.1

38,667 0.1 0.2 314,222 0.7 202,247 0.8

千円 千円
262,767 0.5 1.0 3,593,353 7.9 2,431,115 4.5

千円 475,094 1.0 1.9 1,634,459 3.6 801,515 -

千円 7,195,473 14.8 23.2 294,900 0.6 400 -

千円 5,960,299 12.3 23.2 4,303,055 9.5 3,544,175 12.6

千円 1,235,174 2.5 - - - - -

- - - 7,559,828 16.6 2,453,125 -

26,930,196 55.4 100.0 274,978 0.6 261,523 -

％ 5,897 0.0 0.0 7,499,016 16.6 2,433,824 -

千円 426,785 0.9 - 1,540,657 3.5 305,992 -

千円 398,502 0.8 - 5,431,848 12.0 2,025,373 -

千円 124,167 0.3 - 526,511 1.2 96,560 -

6,291,939 13.0 - 災害復旧事業費 60,812 0.1 19,301

- - -合       計 - - - -

2,708,287 5.6 - 45,433,109 100.0 29,430,179 88.8

60,409 0.1 - 経常経費充当一般財源等計 22,912,352 千円

1,861,108 3.8 - 経常一般財源 25,704,301 千円

1,744,078 3.6 - 経常収支比率 88.8 （89.1％） （減収補てん債（特例分）・臨時財政対策債除く）

3,840,369 7.9 - 歳入一般財源等 32,546,837 千円

％ 753,930 1.6 0.0 地方債のうち減収補てん債（特例分） - 千円

％ 3,404,100 7.0 - 地方債のうち臨時財政対策債 106,900 千円

％ 48,549,767 100.0 100.0

Ａ B 構成比 増減率 決算額 構成比

人 千円
B/A

円 円 ％ ％ 千円 ％ 千円

個人分 24.8 △9.8 - 220,383 0.5

法人分 8.5 7.9 313,705 5,879,311 13.0

60.5 △1.8 - 17,230,419 37.9

2.3 1.3 - 3,615,524 8.0

- 424,000 3.8 △1.9 - 45,738 0.1

- - - 825,017 1.8

法適 千円 - - - 1,135,163 2.5

有無
千円 千円 人

千円 100.0 △3.2 313,705 3,830,100 8.4

無 世帯 - - - 1,613,321 3.6

〃 人 0.0 △2.5 - 6,325,675 13.9

〃 円 0.0 △2.5 - 60,812 0.1

円 - - - 4,651,646 10.2

- - - - -

- - - - -

有 100.0 △3.2 313,705 45,433,109 100.0

〃

〃 均 等 割 3,000円 法 　50,000　～

標準課税に 人 3,000,000円 市町村民税

所 得 割 対する比率 分 法人税割 8.4/100 固定資産税

1.00 1.4/100 合計

人　　　　口  面       積 人口密度
人口集中地

区人口

産　　　業　　　構　　　造
区　　　分

四　国　中　央   市 類型 Ⅱ― ２
ふ り が な しこくちゅうおうし

市 町 村 名 四国中央市 Ⅰ― ３ 歳                          入 性　　　　　　質　　　　　　別　　　　　　歳　　　　　　出

令　和　　６　　年　度　　　決　算　状　況

コード 番号 3 8 2 1 3 2 市町村
類　型

Ⅱ― ２ 市 町 村 名

経常一般財源 区　　　　分 経常一般財源

区   分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次
　　　　　千円 千円

7,207,199

421.24 196 1,371 地方譲与税 444,078 うち職員給 -

2,591,148

住
民
登
録

R7.1.1

平成16年4月1日 合併
川之江市、伊予三島市、新宮村、土居町

3.5 配当割交付金 95,252 公債費 4,615,470

14,413,817

国
調 就

　
業
　
人
　
口

令和
２年
国調

地方税 15,945,110 人件費

S40.10.1 以 降 の 合 併 状 況 利子割交付金 9,984 扶助費

3.9 自動車取得税交付金 3,906,682

4,615,354

R6.1.1 1,646 地方消費税交付金 2,309,849 一時借入金利子 116平成
27年
国調

株式等譲渡所得割交付金 141,578 内
訳

元利償還金

ゴルフ場利用税交付金 12,344 小　　　　　　　　計

0 物件費

3,243,182

標準財政規模 25,177,647 特別交付税 - 前年度繰上充用金
歳 出 総 額 Ｂ

自動車税環境性能割交付金 38,667 維持補修費 202,052

法人事業税交付金 262,767 補助費等 1,146,619
区             分 令和６年度 令和５年度 区　　分 指　数　等 指定団体等の状況

-

地方交付税 5,960,299 投資及び出資・貸付金 -
歳 入 総 額 Ａ 48,549,767 46,967,456

基準財政収入額 14,948,493

基準財政需要額 20,908,792

- 投資的経費

内
訳

普通交付税 5,960,299 繰出金

使用料 - 単独実 質 収 支
（ Ｃ - Ｄ ）

Ｅ 2,722,004

歳 入 歳 出 差 引 額
（ Ａ - Ｂ ）

Ｃ 3,116,658 3,840,369
財政力指数(3ヵ年平均) 0.721

3,365,421

翌年度へ繰越すべき財源 Ｄ

-

財政力指数（単年度） 0.715 小　　　　計 25,695,022 うち人件費 -

-

394,654 474,948

45,433,109 43,127,087
標準税収入額等 19,110,434

旧 新 産
旧 工 特
低 開 発
旧 産 炭
山 振
過 疎
首 都
近 畿
中 部
財 政 健 全 化 等

指 数 表 選 定
財 源 超 過

○
×
×
×
○
×
×
×
×
×
○
×

地方特例交付金等 475,094 積立金

交通安全対策特別交付金 5,897

内
 
 

訳

普通建設事業費

震災復興特別交付税

-

債務負担行為額 4,005,983 手数料 - その他 -

-

積立金現在高 15,165,369 分担金・負担金 -
内
訳

実質収支比率 10.8

補助 -

地方債現在高 49,294,939

国有提供交付金 - 失業対策事業費 -
単 年 度 収 支 Ｆ △643,417 36,629

積 立 金 Ｇ 205,622 308

一部事務組合
加入の状況

国庫支出金 -

退職手当 都道府県支出金 - 合       計 22,912,352

市税滞納整理 財産収入 -

寄附金 -

実質赤字比率 － 後期高齢者医療 繰入金 -
繰 上 償 還 金 Ｈ - 1,766,152

【健全化判断比率】 消防災害補償

繰越金 -

実質公債費比率(3ヵ年平均) 8.2 諸収入 3,382
積 立 金 取 崩 し 額 I - -

連結実質赤字比率 －

地方債 -

将来負担比率 43.9 合       計 25,704,301

実 質 単 年 度 収 支
（ Ｆ + Ｇ + Ｈ - Ｉ ）

J △437,795 1,803,089
実質公債費比率(単年) 7.4

一人当り平均給料 区   　　　　　　　　分

　　　　　一 　　    般  　 　  職 　　    員   　　  等 特　　　別　　　職　　　等 市　　　　　　　　町　　　　　　　　村　　　　　　　　税 目　　　　　的　　　　　別　　　　　歳　　　　　出

区            分 職 員 数 給料月額 1人給料月額 区　　　　分 改定年月日 税　　　等
（報酬）　月  額

千円

決算額 基準税額×
100/75

　　　　　　  千円

超過課税分
収入済額

　　　　　　　　    　千円

区　　　分

教育公務員 22 7,965 362,046 副市長 H26.4.1
市町村民税

3,949,553 4,670,825 議会費 220,383一般職員 617 205,857 333,641 市長 H26.4.1 950,000

42,138 309,840 教育長 H26.4.1

700,000 1,361,471 925,473 総務費 3,867,391

臨時職員 - - 議会副議長 H29.4.1

技能労務職員 2 678 338,850 議会議長 H29.4.1 481,000 軽自動車税 374,126

617,000 固定資産税 9,647,875 9,616,952 民生費 9,917,582消防職員 136

市町村たばこ税 605,858 600,524 労働費 726

375,352 衛生費 2,700,036

公
営
企
業
の
状
況

事　　業　　名 実質収支額 普通会計からの 職　員　数 国
保
会
計
の

状
況

収支額 196,615 特別土地保有税

391,000 鉱産税 - - 農林水産業費 549,081合             計 777 256,638 330,293 議会議員 H29.4.1

- - 商工費 624,486

繰入金 普通会計からの繰入金 915,000 小       　　　      計 15,938,883 16,189,126 土木費 1,976,308

被保険者一人当り保険料･税調定額 117,342

消防費 1,297,219

港湾整備 341,622 0 5 被保険者数 12,983 目的税

駐車場整備 12,132 0 0 加入世帯 9,168 法定外普通税・旧法税 - -

6,227 - 教育費 3,642,196

宅地造成（臨海） 880,395 0 4 一世帯当り保険料･税調定額 166,170

諸支出金 -

内
訳

入湯税 6,227 - 災害復旧費 19,301

都市計画税 -

前年度繰上充用金 -

- 公債費 4,615,470

共同施設税 - -

水利地益税 - -

上水道 169,620 28 合          　　　   計 15,945,110 16,189,126 合         計

公共下水道 714,190 11 適　　　用　　　税　　　率　　　の　　　状　　　況
徴
　
収
　
率

区　　分 現年課税分

工業用水道 60,231 36

市
民
税

個
人
分

29,430,179

合　　計

市
民
税

均等割 ％

固　定　資　産　税 99.5 30.8

％ ％

99.7 39.1 98.9

99.3 27.5 98.0

98.3

滞納繰越分




